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１．18年9月中間期の業績(平成18年4月1日～平成18年9月30日) 
 (1)経営成績                          (百万円未満切り捨て) 
 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18年9月中間期 18,123 9.7 2,607 4.8 2,757 8.1 
17年9月中間期 16,522 37.7 2,489 68.0 2,550 67.8 
18年3月期 33,262  4,886  5,016  

       

 
中間(当期)純利益 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

 

 百万円 ％ 円 銭  

18年9月中間期 1,675 △55.9 22.21  
17年9月中間期 3,798 147.2 49.18  
18年3月期 5,333  68.99  
 (注)①期中平均株式数 18年9月中間期 75,417,412株 17年9月中間期 77,245,075株 18年3月期 76,947,117株 
   ②会計処理方法の変更 無 
   ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
 (2)財政状態                          (百万円未満切り捨て) 

 総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

18年9月中間期 34,472 22,648 65.6 304.08 
17年9月中間期 34,431 21,837 63.4 284.22 

18年3月期 36,215 22,747 62.8 299.63 
 (注)①期末発行済株式数 18年9月中間期 74,481,618株 17年9月中間期 76,833,669株 18年3月期 75,920,099株 
   ②期末自己株式数  18年9月中間期 14,537,761株 17年9月中間期 12,185,710株 18年3月期 13,099,280株 
 
 
２.19年3月期の業績予想(平成18年4月1日～平成19年3月31日) 

 
 

売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
通   期 35,700 5,300 3,200 
 (参考)1株当たり予想当期純利益(通期) 42円96銭 
 
３．配当状況 
・現金配当 １株当たり配当金(円) 

 第1四半期末 中間期末 第3四半期末 期末 その他 年間 

18年3月期 － 3.00 － 5.00 － 8.00 

19年3月期(実績) － 4.00 － － － 

19年3月期(予想) － － － 6.00 － 
10.00 

 (注)①18年9月期 中間期末配当金の内訳 記念配当 －円－銭  特別配当－円－銭 
   ②19年3月期 期末配当金の内訳   記念配当  2円00銭  特別配当－円－銭 
 
※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項
は、添付資料の５ページを参照して下さい。 

 



６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度
(平成18年３月31日)

比較増減
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額 
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 3,530 2,358 4,433

２．受取手形 ※４ 4,229 5,058 4,974

３．売掛金 9,503 9,194 8,179

４．たな卸資産 6,484 7,442 6,955

５．繰延税金資産 408 416 －

６．その他 ※３ 385 1,493 1,083

貸倒引当金 △78 △78 △82

流動資産合計 24,464 71.0 25,886 71.5 △1,421 25,544 74.2

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産  

(1）建物 ※１ 3,870 3,958 2,027

(2）機械装置 ※１ 1,901 1,759 1,288

(3）その他 ※１ 953 919 2,465

有形固定資産合計 6,725 19.5 6,637 18.3 88 5,782 16.8

２．無形固定資産 13 0.0 14 0.0 △0 16 0.0

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 2,519 2,927 2,347

(2）長期貸付金 2 2 3

(3）その他 744 745 737

投資その他の資産合計 3,267 9.5 3,676 10.2 △408 3,088 9.0

固定資産合計 10,007 29.0 10,329 28.5 △321 8,887 25.8

資産合計 34,472 100.0 36,215 100.0 △1,743 34,431 100.0

－ 27 －



当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度
(平成18年３月31日)

比較増減
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額 
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形 6,127 6,678 7,337

２．買掛金 2,203 2,351 2,242

３．未払法人税等 1,019 1,665 828

４．賞与引当金 285 260 251

５．その他 ※３ 1,070 1,275 992

流動負債合計 10,706 31.1 12,230 33.8 △1,524 11,651 33.8

Ⅱ　固定負債

１．退職給付引当金 638 596 533

２．その他 478 640 409

固定負債合計 1,117 3.2 1,236 3.4 △119 943 2.8

負債合計 11,823 34.3 13,467 37.2 △1,643 12,594 36.6

（資本の部）

Ⅰ　資本金 － － 10,599 29.3 △10,599 10,599 30.8

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 － 4,138 4,138

２．その他資本剰余金 － 3,884 3,886

資本剰余金合計 － － 8,022 22.1 △8,022 8,024 23.3

Ⅲ　利益剰余金

中間(当期)未処分利益 － 7,335 6,031

利益剰余金合計 － － 7,335 20.3 △7,335 6,031 17.5

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 － － 805 2.2 △805 451 1.3

Ⅴ　自己株式 － － △4,015 △11.1 4,015 △3,269 △9.5

資本合計 － － 22,747 62.8 △22,747 21,837 63.4

負債・資本合計 － － 36,215 100.0 △36,215 34,431 100.0

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本       

　１．資本金 10,599 30.8 － － 10,599 － －

　２．資本剰余金   － － － －

　　(1)資本準備金 4,138   －   －   

　　(2)その他資本剰余金 3,868   －   －   

　資本剰余金合計 8,006 23.2 － － 8,006 － －

　３．利益剰余金     － －

　　(1)その他利益剰余金        

　　　　繰越利益剰余金 8,606   －  － －   

　利益剰余金合計 8,606 25.0 － － 8,606 － －

　４．自己株式 △5,163 △15.0 － － △5,163 － －

　株主資本合計 22,049 64.0 － － 22,049 － －

Ⅱ　評価・換算差額等       

１．その他有価証券評価差額
金

569 1.6 － － 569 － －

　評価・換算差額金合計 569 1.6 － － 569 － －

Ⅲ　新株予約権 29 0.1 － － 29 － －

　純資産合計 22,648 65.7 － － 22,648 － －

　負債純資産合計 34,472 100.0 － － 34,472 － －

－ 28 －



(2) 中間損益計算書

当中間会計期間
（自平成18年４月１日
至平成18年９月30日）

前中間会計期間
（自平成17年４月１日
至平成17年９月30日）

比較増減
前事業年度

（自平成17年４月１日
至平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額 
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 18,123 100.0 16,522 100.0 1,601 33,262 100.0

Ⅱ　売上原価 13,984 77.2 12,830 77.7 1,154 25,833 77.7

売上総利益 4,139 22.8 3,691 22.3 447 7,428 22.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 1,531 8.4 1,202 7.3 328 2,542 7.6

営業利益 2,607 14.4 2,489 15.0 118 4,886 14.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 222 1.2 109 0.7 112 263 0.8

Ⅴ　営業外費用 ※２ 72 0.4 48 0.3 24 132 0.4

経常利益 2,757 15.2 2,550 15.4 207 5,016 15.1

Ⅵ　特別利益 ※３ － － 2,487 15.1 △2,487 2,588 7.7

Ⅶ　特別損失 ※４ 106 0.6 458 2.8 △352 1,077 3.2

税引前中間(当期)純利益 2,651 14.6 4,578 27.7 △1,927 6,527 19.6

法人税、住民税及び事業
税

968   780   1,610   

法人税等調整額 8 976 5.4 － 780 4.7 196 △416 1,194 3.6

中間(当期)純利益 1,675 9.2 3,798 23.0 △2,123 5,333 16.0

前期繰越利益 － 2,232 △2,232 2,232

中間配当額 － － － 230

中間(当期)未処分利益 － 6,031 △6,031 7,335

(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

株　　　主　　　資　　　本 
評価・

換算差額等

新株

予約権
純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他

利益剰余金

項目
繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 10,599 4,138 3,884 8,022 7,335 △4,015 21,942 805  22,747

中間会計期間中の変動額           

　剰余金の配当 － － － － △379 － △379 － － △379

　利益処分による役員賞与 － － － － △25 － △25 － － △25

　中間純利益 － － － － 1,675 － 1,675 － － 1,675

　自己株式の取得 － － － － － △1,244 △1,244 － － △1,244

　自己株式の処分 － － △15 △15 － 96 80 － － 80

　株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動額(純額)
－ － － － － － － △236 29 △206

中間会計期間中の変動額合計

(百万円)
－ － △15 △15 1,270 △1,148 106 △236 29 △99

平成18年９月30日残高(百万円) 10,599 4,138 3,868 8,006 8,606 △5,163 22,049 569 29 22,648

－ 29 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

　移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

同左

(2）たな卸資産

同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

　建物　　　15年～38年

　機械装置　10年

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額のうち当中間期に

負担すべき額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額のうち当事業年度

に負担すべき額を計上しておりま

す。

－ 30 －



当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　なお、会計基準変更時差異

（2,086百万円）については、15

年による按分額を費用処理してお

ります。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　なお、会計基準変更時差異

（2,086百万円）については、15

年による按分額を費用処理してお

ります。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。

(4）　　　――――――― (4）役員退職慰労引当金

―――――

(4）　　　―――――――

 

 

 

（追加情報）

　平成17年４月15日開催の取締役

会において当社は取締役及び監査

役に対する役員退職慰労金制度を

廃止し、平成17年６月24日開催の

定時株主総会において役員退職慰

労金の打ち切り支給案が承認可決

されました。

　これにより、当中間会計期間に

おいて「役員退職慰労引当金」を

全額取崩し、打ち切り支給額を固

定負債の「その他」に含めて表示

しております。

　なお、当中間会計期間末の固定

負債の「その他」に含まれる役員

退職慰労金の未払金額は49百万円

であります。

（追加情報）

　平成17年４月15日開催の取締役

会において当社は取締役及び監査

役に対する役員退職慰労金制度を

廃止し、平成17年６月24日開催の

定時株主総会において役員退職慰

労金の打ち切り支給案が承認可決

されました。

　これにより、当事業年度におい

て「役員退職慰労引当金」を全額

取崩し、打ち切り支給額を固定負

債の「その他」に含めて表示して

おります。

　なお、当事業年度末の固定負債

の「その他」に含まれる役員退職

慰労金の未払金額は49百万円であ

ります。

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

４．リース取引の処理方法

同左

４．リース取引の処理方法

同左

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税は税抜方式

によっております。

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

同左

５．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

  消費税等の会計処理方法

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．ストック・オプション等に関する

会計基準

　当中間会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準第８号　平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第11号　平成18年５月

31日）を適用しております。

　これにより、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益は、それぞれ29百

万円減少しております。

――――― ―――――

２．貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は22,618百万円であります。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

――――― ―――――

３．自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正

　当中間会計期間から、改正後の「自

己株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　

最終改正平成18年８月11日　企業会計

基準第１号）及び「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会　最終

改正平成18年８月11日　企業会計基準

適用指針第２号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。

　なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。

――――― ―――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
（平成18年３月31日）

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　10,043百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　   9,876百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　11,202百万円

　２．受取手形割引高

1,360百万円

　２．受取手形割引高

－百万円

　２．受取手形割引高

－百万円

　　　輸出受取手形割引高

  1,995百万円

　　　輸出受取手形割引高

2,406百万円

　　　輸出受取手形割引高

2,200百万円

※３．消費税等に係る表示

　仮払消費税等と仮受消費税等を

相殺し流動負債「その他」に含め

て表示しております。

※３．　　────── ※３．消費税等に係る表示

　仮払消費税等と仮受消費税等を

相殺し流動資産「その他」に含め

て表示しております。

※４．中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間期末日満期

手形が中間期末残高に含まれてお

ります。

受取手形 623百万円

※４．　　────── ※４．　　―――――

（中間損益計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの

受取配当金 158百万円

賃貸料 30

受取配当金 54百万円

賃貸料 36

受取利息 10百万円

受取配当金 61

賃貸料 68

受取保険金 65

※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの

賃貸資産費用 19百万円

手形売却損 33

賃貸資産費用 22百万円

手形売却損 18

賃貸資産費用 47百万円

手形売却損 42

※３．　　　――――― ※３．特別利益のうち重要なもの ※３．特別利益のうち重要なもの

    

  

土地売却益 2,429百万円

投資有価証券売

却益
54

土地売却益 2,429百万円

投資有価証券売

却益
54

※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの

固定資産除却損 38百万円

たな卸資産除却

損
20

たな卸資産評価

損
35

固定資産除却損 337百万円

機械設備移設費

用
107

たな卸資産評価

損
13

固定資産除却損 702百万円

機械設備移設費

用
154

たな卸資産除却

損
89

投資有価証券評

価損
19

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額

有形固定資産 325百万円

無形固定資産 0

有形固定資産 215百万円

無形固定資産 2

有形固定資産 532百万円

無形固定資産 4
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数

(千株)

当中間会計期間

増加株式数

(千株)

当中間会計期間

減少株式数

(千株)

当中間会計期間末

株式数

(千株)

普通株式 13,099 1,735 297 14,537

合計 13,099 1,735 297 14,537

（注）１．普通株式の株式数の増加1,735千株は、単元未満株式の買取りによる増加14千株、当社が取得した自己株式

1,721千株であります。 

　　　２．普通株式の株式数の減少297千株は、ストックオプションの行使に対する売却であります。 

①　リース取引

　　　　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

②　有価証券

　当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。
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